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図 3-137 研究基盤整備に関する施策の変遷（図 3-66の再掲） 

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷 2021 科学技術基本法の制定から現在まで」 
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図 3-138 研究開発資金制度に関する施策の変遷（図 3-67の再掲） 

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷 2021 科学技術基本法の制定から現在まで」 
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図 3-139 人材育成に関する施策の変遷（図 3-42の再掲） 

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷 2021 科学技術基本法の制定から現在まで」 
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図 3-140 科学技術と社会に関する施策の変遷 

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷 2021 科学技術基本法の制定から現在まで」 
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社会技術研究システム（JST）

新興分野人材養成

科学技術・理科大好きプラン
スーパーサイエンスハイスクール（SSH)

目指せスペシャリスト

食品に関するリスクコミュニケーション（厚労省）

国際科学技術コンテスト支援

大学パートナーシップ事業

理数大好きモデル地域事業

サイエンスカフェ（文科省/JST）

サイエンス・パートナーシップ・プログラム

サイエンスアゴラ（JST）

理科支援員等配置事業

理数学生応援プロジェクト

安全・安心科学技術プロジェクト

アジアサイエンスキャンプ

未来の科学者養成講座

理数系教員（コア・サイエンス・ティーチャー）養成拠点構築事業

中高生の科学部活動振興プログラム

科学技術イノベーション政策における「政策のための科学」の推進（SciREX）

科学コミュニケーションセンター（JST）

「科学の甲子園」

リスクコミュニケーションのモデル形成事業

グローバルサイエンスキャンパス（GSC）

ジュニアドクター育成塾

軍事的安全保障
研究に関する声明

（H25～:文科省事業）
重要課題解決型研究等の推進
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20周年）
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SDGs達成の担い手育成（ESD）推進事業

SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム（JST）
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図 3-141 国際活動に関する施策の変遷 

出典）JST CRDS「日本の科学技術イノベーション政策の変遷 2021 科学技術基本法の制定から現在まで」 
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STSフォーラム
（毎年開催）

大学国際戦略本部強化事業

地域共通課題解決型国際共同研究

機動的国際交流

若手研究者インターナショナル・トレーニング・プログラム（ITP）

ITER(国際熱核融合実験炉)計画

G8科学技術大臣会合

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）

グローバル30

アジア基準認証推進事業

頭脳循環を加速する
戦略的国際研究ネットワーク推進事業

頭脳循環を加速する
若手研究者戦略的海外派遣プログラム

頭脳循環を活性化する若手研究者海外派遣プログラム

大学の世界展開力強化事業

科学技術国際活動の推進

研究拠点形成事業（JSPS）

e-ASIA共同研究プログラム（SICORPの一部）

ベルモント・フォーラム（SICORPの一部）

グローバル人材育成推進事業（JSPS）

日本･アジア青少年サイエンス交流事業（JST さくらサイエンスプラン）

国際共同研究推進事業（農水省）

留学コーディネーター配置事業

大学等の海外留学支援制度

日本人の海外留学促進事業

グローバルサイエンスキャンパス（GSC）

外務省参与
（外務大臣
科学技術顧問）

日本人学生のインターンシップ支援・日本人研究者育成支援事業（外務省）

技術協力活用型・新興国市場開拓事業（経産省）

若手研究者海外挑戦プログラム（JSPS）

留学生就職促進プログラム

海外特別研究員事業（JSPS）

1982～

大学等における
輸出管理の強化について

世界で活躍できる研究者戦略育成事業

2016改称：戦略的国際共同研究推進事業

2018改称：日本留学海外拠点連携推進事業

G20大阪サミット、
TICAD7
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3） 重点施策の概要 

1）でまとめた重点施策の概要を行政事業レビューの情報をもとに具体的取組別にまとめた結果を表 

3-47、表 3-48、表 3-49を示す。行政事業レビューの情報であるため、予算事業に限っている。 
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表 3-47 重点施策（予算事業）の概要「⑥研究時間の確保」 

 
※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む  

★: 基本計画の主要指標/参考指標と一致あるいは関連性が高い指標 

出典）行政事業レビューシート、基金シート 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

文部科
学省

科学技術に関する人材の
養成・活躍促進 42 34 30 26

 卓越研究員事業において公開さ
れたポストに就いた若手研究者
の数

 研究機関に在籍する研究者のう
ち女性の割合

 研究開発者を採用した企業のう
ち、博士課程修了者を採用した
企業の割合

 支援対象の卓越研究員数
 ダイバーシティ研究環境実現イニ
シアティブの支援件数

 サイエンス・インカレへの参加者数
 世界で活躍できる研究者戦略
育成事業における研究者育成
プログラムの対象者数

 技術士登録者数

 40歳未満の大学本務教員数
 大学における自然科学系の新
規採用教員に占める女性の割
合

 若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の状
況に関する指数

 大学等におけるリサーチ・アドミ
ニストレーター組織の整備状況

文部科
学省

科学技術分野の文部科
学大臣表彰 0.2 0.2 0.3 0.3

 科学技術分野における褒章受
章者数を前年度同数以上とす
る。

 若手科学者賞の推薦者数
 科学技術賞の推薦者数
 創意工夫功労者賞の推薦者数
 研究支援賞の推薦者数

 若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の状
況に関する指数

文部科
学省

先端研究基盤共用促進
事業 14 12 12 13  共用プラットフォームを利用した

課題の一機関当たり平均件数

 共用プラットフォーム形成支援プ
ログラムによる共用プラットフォー
ム数

 新たな共用システム導入支援プ
ログラムにより共用システムを導
入した研究組織数

 コアファシリティ構築支援プログラ
ムによりコアファシリティを構築した
研究機関数

 共用プラットフォームを構成する
機関における１機関当たりの共
用実施課題件数

 共用プラットフォーム数

文部科
学省

先端研究設備整備費補
助 0.1 69 77 0  本事業を通じて整備した先端研

究設備の利用件数
 本事業を通じて、先端研究設
備を整備した機関数
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表 3-48 重点施策（予算事業）の概要「③女性研究者の活躍促進」 

 

（続く） 

 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

文部科
学省

科学技術に関する人材の
養成・活躍促進 42 34 30 26

 卓越研究員事業において公開さ
れたポストに就いた若手研究者
の数

 研究機関に在籍する研究者のう
ち女性の割合★

 研究開発者を採用した企業のう
ち、博士課程修了者を採用した
企業の割合

 支援対象の卓越研究員数
 ダイバーシティ研究環境実現イニ
シアティブの支援件数

 サイエンス・インカレへの参加者数
 世界で活躍できる研究者戦略
育成事業における研究者育成
プログラムの対象者数

 技術士登録者数

 40歳未満の大学本務教員数
 大学における自然科学系の新
規採用教員に占める女性の割
合★

 若手研究者に自立と活躍の機
会を与えるための環境整備の状
況に関する指数

 大学等におけるリサーチ・アドミニ
ストレーター組織の整備状況

文部科
学省 創発的研究支援事業 500 134 0.6 27

 採択された研究者（理学系）
による、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均

 採択された研究者（工・農学
系）による、職務活動全体に占
める研究活動時間の割合の平
均

 採択された研究者（医学系）
による、職務活動全体に占める
研究活動時間の割合の平均

 研究課題の採択件数
 創発の場の開催件数
 創発運営委員会の開催件数

文部科
学省 科学研究費助成事業 2364 2255 2576 2511

 科研費による論文数
 科研費による論文のうち国際共
著論文数

 科学技術・学術政策研究所が
実施する科研費における学術研
究・基礎研究についての挑戦性
への寄与に関する調査結果

 科研費による研究の成果の数
 科研費によるアウトリーチ事業
（ひらめき☆ときめきサイエンス）
への参加児童・生徒数

 複数年度にわたって研究費が使
用できる改革（基金化）の対
象となる研究課題の数

 科研費による論文数
 科研費の「挑戦性」への寄与に
関する調査結果（NISTEP定
点調査）

 科研費において、複数年度にわ
たって研究費が使用できる改革
（基金化）の対象となる研究
課題の数

 科研費の主要種目における新
規採択率

内閣府 女性活躍促進に向けた取組に必要な経費 3 3 17 12

 法律に基づく推進計画を策定し
女性の活躍推進に取り組む地
方自治体（都道府県）の割合

 法律に基づく推進計画を策定し
女性の活躍推進に取り組む地
方自治体（市区町村）の割合

 女性の職業生活に係るワンス
トップ相談窓口の設置数

 地域女性活躍推進交付金事
業を行っている都道府県数
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（続く） 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

厚生労
働省

ポジティブ・アクション周知
啓発事業 10 10 10 8

 男女雇用機会均等法の規定に
ついて、事業主に対し都道府県
労働局が実施した行政指導の
結果、年度内に是正された割合

 セミナー参加者に対するアンケー
ト調査の結果、取組の導入につ
いて検討する旨の回答を得た割
合。

 機会均等推進責任者を選任す
る事業所数

 ポータルサイトへの1月あたりの平
均アクセス件数

 ハラスメント対策支援セミナーへ
の１都道府県あたりの平均参加
者数

 労働災害による死亡者数
 労働災害による死傷者数（休
業４日以上）

 男女雇用機会均等法に基づき、
事業主に対し都道府県労働局
が実施した行政指導の是正割
合（年度内）

厚生労
働省

女性の活躍推進及び両
立支援に関する総合的情
報提供事業

2 1 1 1

 情報提供の媒体として使用する
ポジティブ・アクション情報ポータル
サイトへの年間アクセス件数

 女性の活躍推進企業データベー
スへの年間アクセス件数 25万
件以上

 ポジティブ・アクション応援サイト
登録企業数(前年度より増加)

 女性の活躍推進企業データベー
ス登録企業数（前年度より増
加）

 常時雇用する労働者が300人
以下の事業主の女性活躍推進
法に基づく一般事業主行動計
画策定届出件数（累計件
数）

内閣府 女性の参画拡大に向けた取組に必要な経費 0.7 0.7 0.8 0.8

 国の本省課室長相当職に占め
る女性の割合（10%）

 民間企業の課長相当職に占め
る女性の割合（18%）

 都道府県職員の本庁課長相当
職に占める女性の割合
（16%）

 市町村職員の本庁課長相当職
に占める女性の割合（22%）

 大学の理学系の学生に占める
女性の割合（前年度以上）★

 （１）政策・方針決定過程参
画状況調べ作成・配布

 （２）地方公共団体における
男女共同参画推進施策調査
（概要編、都道府県・政令指
定都市編、市区町村編）・配
布

 （３）女性役員登用に向けた
広報・啓発資料配布

 （４）女性活躍推進法特集サ
イトの更新等

 （５）夏休み期間における理
工チャレンジ（リコチャレ）イベン
トの開催
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※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む  

★: 基本計画の主要指標/参考指標と一致あるいは関連性が高い指標 

出典）行政事業レビューシート、基金シート 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

文部科
学省

国立大学法人の運営に
必要な経費 10,975 10,858 10790 11,167

 国立大学法人法に基づく国立
大学法人評価委員会による業
務実績に関する評価において、
自ら定めた中期目標の前文に掲
げる「法人の基本的な目標」に
則して、計画的に取り組んでいる
と認められる法人数

 交付法人数

 ①学部・学科改組を含む改革
構想を提案した国立大学のうち
当該構想を実現させたものの割
合

 ②大学間連携を含む改革構想
を提案した国立大学のうち当該
構想を実現させたものの割合

文部科
学省 私立大学等経常費補助 3,172 3,074 2,975 3,015

 教員1人当たり学生数
 学納金収入に対する教育研究
経費支出の割合

 補助割合（経常費補助金/経
常的経費）

 教育の質に係る客観的指標の
増額調整校の割合（％）

文部科
学省

国立研究開発法人科学
技術振興機構運営費交
付金に必要な経費

1,007 1,051 1,004 1,150
 標準評価(B評価）以上の評
価を受けた項目の割合（標準
評価以上の項目数/評価項目
数(6個））

 戦略プロポーザル発行数
 競争的研究資金により大学等
研究機関や民間企業等の外部
資源を活用し、課題解決型基
礎研究や橋渡し型研究開発、
国際共同研究を実施した件数

 先進的な科学技術や理科、数
学学習の取組を行う高等学校
等（スーパーサイエンスハイスクー
ル）に対する支援

 大学等と民間企業との共同研
究受入金額

 文部科学省所管の資金配分機
関が、国際連携推進のために各
国機関と締結している有効な覚
書（MoU）の数
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表 3-49 重点施策（予算事業）の概要「⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進」 

 
（続く） 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

文部科
学省

スーパーグローバル大学創
成支援事業 34 33 33 33

 採択大学における外国人留学
生比率★

 教員に占める外国人及び外国
の大学で学位を取得した専任
教員等の割合★

 外国語のみで卒業できるコース
の割合

 ナンバリング実施割合

 ①大学間交流協定等に基づく
日本人学生の海外派遣数★
※令和元年度実績値について、
現在調査中

 ②我が国の大学における外国人
教員比率★

文部科
学省

大学の世界展開力強化
事業 12 11 11 13

 外国人留学生数/全学生数★
 単位授与を伴う日本人学生の
海外留学経験者数/日本人学
生数★

 採択プログラムにおける日本人
学生の海外留学者数

 採択プログラムにおける外国人
学生の受入数

 ①大学間交流協定等に基づく
日本人学生の海外派遣数★

 ②我が国の大学における外国人
教員比率★

文部科
学省

世界トップレベル研究拠点
プログラム 67 57 63 73

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において「世界
トップレベル（World Premier 
Status）」と評価された拠点の
割合★

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において、事業
開始５年目にA（現行の努力
を継続することによって、当初の
目的を達成することが可能と判
断される）以上と評価された拠
点の割合

 主任研究者数
 研究者に占める外国人研究者
の割合★

 全拠点の輩出論文数に占める
Top10%論文の平均割合★

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において「世界
トップレベル（World Premier 
Status）」と評価された拠点の
割合★

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において、事業
開始５年目にA（現行の努力
を継続することによって、当初目
的を達成することが可能と判断さ
れる）以上と評価された拠点の
割合

文部科
学省

環境分野の研究開発の
推進 0 0 0 0

 地球環境国際協同研究計画
に関する代表的な論文数
（本）★

 地球環境研究開発推進に関す
る国際会議への出席（回）

経済産
業省

クリーンエネルギー分野にお
ける革新的技術の国際共
同研究開発事業

0 1 17
（9 ※） 0

 2030年以降の実用化に向けた
技術の橋渡し案件を、実施件
数の6割以上創出

 研究案件数（新規採択数）
 各研究案件おいて、毎年度達
成すべき目標数値をアウトプット
として設定し、各案件が掲げてい
る年度目標の達成を課し、事業
の評価を行うことを想定。目標
数値を達成する案件の割合を
指標とする。

総務省 戦略的情報通信研究開発推進事業 15 12 10 8

 国際標準獲得型研究開発にお
いて、研究開発終了時までに国
際標準を獲得した件数（H24
以降の累計）

 フェーズII（本格研究）を終了
した研究開発実施者数が28年
度から5か年で50名程度

 実施した全ての技術課題におい
て達成率90％以上

 研究開発課題数
 論文数
 特許出願数

 研究開発課題の終了時におけ
る外部専門家によるフェーズⅡ
終了評価において、当初の見込
みどおりかそれを上回る成果が
あったと判定された研究開発課
題の割合
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※予算（合計）は補正予算・繰越・予備費等を含む  

★: 基本計画の主要指標/参考指標と一致あるいは関連性が高い指標 

出典）行政事業レビューシート、基金シート 

府省 事業名
予算合計
（億円）

概算要求
（億円）

定量的な
成果指標

（アウトカム）

活動指標
（アウトプット） 政策評価

2019 2020 2021 2022

文部科
学省

スーパーグローバル大学創
成支援事業 34 33 33 33

 採択大学における外国人留学
生比率★

 教員に占める外国人及び外国
の大学で学位を取得した専任
教員等の割合★

 外国語のみで卒業できるコース
の割合

 ナンバリング実施割合

 ①大学間交流協定等に基づく
日本人学生の海外派遣数★
※令和元年度実績値について、
現在調査中

 ②我が国の大学における外国人
教員比率★

文部科
学省

大学の世界展開力強化
事業 12 11 11 13

 外国人留学生数/全学生数★
 単位授与を伴う日本人学生の
海外留学経験者数/日本人学
生数★

 採択プログラムにおける日本人
学生の海外留学者数

 採択プログラムにおける外国人
学生の受入数

 ①大学間交流協定等に基づく
日本人学生の海外派遣数★

 ②我が国の大学における外国人
教員比率★

文部科
学省

世界トップレベル研究拠点
プログラム 67 57 63 73

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において「世界
トップレベル（World Premier 
Status）」と評価された拠点の
割合★

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において、事業
開始５年目にA（現行の努力
を継続することによって、当初の
目的を達成することが可能と判
断される）以上と評価された拠
点の割合

 主任研究者数
 研究者に占める外国人研究者
の割合★

 全拠点の輩出論文数に占める
Top10%論文の平均割合★

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において「世界
トップレベル（World Premier 
Status）」と評価された拠点の
割合★

 採択した拠点の中で、WPIプロ
グラム委員会内において、事業
開始５年目にA（現行の努力
を継続することによって、当初目
的を達成することが可能と判断さ
れる）以上と評価された拠点の
割合

文部科
学省

環境分野の研究開発の
推進 0 0 0 0

 地球環境国際協同研究計画
に関する代表的な論文数
（本）★

 地球環境研究開発推進に関す
る国際会議への出席（回）

経済産
業省

クリーンエネルギー分野にお
ける革新的技術の国際共
同研究開発事業

0 1 17
（9 ※） 0

 2030年以降の実用化に向けた
技術の橋渡し案件を、実施件
数の6割以上創出

 研究案件数（新規採択数）
 各研究案件おいて、毎年度達
成すべき目標数値をアウトプット
として設定し、各案件が掲げてい
る年度目標の達成を課し、事業
の評価を行うことを想定。目標
数値を達成する案件の割合を
指標とする。

総務省 戦略的情報通信研究開発推進事業 15 12 10 8

 国際標準獲得型研究開発にお
いて、研究開発終了時までに国
際標準を獲得した件数（H24
以降の累計）

 フェーズII（本格研究）を終了
した研究開発実施者数が28年
度から5か年で50名程度

 実施した全ての技術課題におい
て達成率90％以上

 研究開発課題数
 論文数
 特許出願数

 研究開発課題の終了時におけ
る外部専門家によるフェーズⅡ
終了評価において、当初の見込
みどおりかそれを上回る成果が
あったと判定された研究開発課
題の割合
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なお、国際頭脳循環支援については、文部科学省で施策の全体像が図 3-142 のようにまとめられ

ている。 

 

図 3-142 現在の国際頭脳循環支援スキーム 

出典）文部科学省,文部科学省 科学技術・学術政策局 科学技術・学術戦略官（国際担当）付 第 11期国際戦略委員会（第 3回）【資料

1-1】 「国際頭脳循環の推進について」 

 

表 3-47 に示した「⑥研究時間の確保」に関連する重点施策（予算事業）で挙げられている成果指標、

活動指標、政策指標をグループ化して基本計画の指標との関係を整理すると図 3-143のようになる。 
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図 3-143 主な予算事業の指標の俯瞰「⑥研究時間の確保」 

 

表 3-48 に示した「③女性研究者の活躍促進」に関連する重点施策（予算事業）で挙げられている成

果指標、活動指標、政策指標をグループ化して基本計画の指標との関係を整理すると図 3-144のよう

になる。 

 

 若手研究者に自立と活躍の機会を与えるための環境整備の
状況に関する指数

 大学等におけるリサーチ・アドミニストレーター組織の整備状況
 コアファシリティ構築支援プログラムによりコアファシリティを構築し
た研究機関数

研究者を取り巻く研究環境の整備

基本計画の指標と同一/関連性の高い施策指標 基本計画の指標と関連性が低い施策指標

 科学技術分野における褒章受章者数
 各種賞の推薦者数（若手科学者賞、科学技術賞、創意
工夫功労者賞、研究支援賞）

優れた研究者の顕彰

大学内事務
の割合M

 支援対象の卓越研究員数
 世界で活躍できる研究者戦略育成事業における研究者育
成プログラムの対象者数

研究に専念できるキャリアの提供

 共用プラットフォーム形成支援プログラムによる共用プラット
フォーム数

 新たな共用システム導入支援プログラムにより共用システムを
導入した研究組織数

 （先端研究設備整備費補助）本事業を通じて先端研究
設備を整備した機関数、本事業を通じて整備した先端研究
設備の利用件数

先端研究施設・設備の整備
ここに挙げた予算事業に同一/関連性の
高い施策指標は挙げられていないが、他
の分析項目で挙げた「創発的研究支援事
業」には「採択された研究者（理学系）に
よる、職務活動全体に占める研究活動時
間の割合の平均」が挙げられている。
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図 3-144 主な予算事業の指標の俯瞰「③女性研究者の活躍促進」 

 

表 3-49 に示した「⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進」に関連する重点施策（予算事業）で挙げ

られている成果指標、活動指標、政策指標をグループ化して基本計画の指標との関係を整理すると図 

3-145のようになる。 

なお、「⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進」については、基本計画の指標が設定されていないた

め、同一の施策目標はない。 

基本計画の指標と同一/関連性の高い施策指標 基本計画の指標と関連性が低い施策指標
女性研究者
全体

女性研究者
大学本務教員

女性研究者
博士後期

J

K

L

女性研究者大学
新規採用割合

女性教員割合
教授等

N

O

 国(本省)/民間企業/都道府県職員の課室長相当職に占める
女性の割合

 女性の活躍推進に取り組む地方自治体 (都道府県/市区町
村)の割合 等

研究者以外の女性の活躍推進

 科研費による論文数、国際共著論文数
 科研費による研究の成果の数

研究成果

女性研究者の割合
 研究機関に在籍する研究者のうち女性の割合
 大学における自然科学系の新規採用教員に占める女性の割合
 大学の理学系の学生に占める女性の割合

 学術研究・基礎研究についての挑戦性への寄与に関する調査
結果

 複数年度にわたって研究費が使用できる改革（基金化）の対
象となる研究課題の数

 科研費の主要種目における新規採択率

学術研究・基礎研究の挑戦促進の状況

 理工農医の採択研究者における、職務活動全体に占める研究
活動時間の割合の平均 等

研究者の研究活動時間
分析項目3（研究時間）
に関連

 ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブの支援件数
 女性の活躍推進企業データベースへの年間アクセス件数
 夏休み期間における理工チャレンジイベントの開催 等

対象事業の活動状況

民間企業も含めた全研究者に占める女性の
割合、博士後期課程在籍者に占める女性の
割合については、基本計画の指標として設定
されているが、施策指標には含まれていない。

分析項目2に関連

分析項目2に関連
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図 3-145 主な予算事業の指標の俯瞰「⑤国際共同研究・国際頭脳循環の推進」 

 

4） A-2施策実施状況分析のまとめ 

以上の施策実施状況分析の結果を表 3-50 にまとめた。図 3-1 のロジックチャートの要素に対応さ

せて整理している。 

表 3-50 分析項目 3の A-2施策実施状況分析のまとめ 

対応する 
ロジックチャートの

要素 
施策群 施策群等の分析から明らかになった点 

多様な研究者が、多

様な主体と活発な

知的交流を図り、研

究の多様化が進む 

- 研究時間の確保に向けて、事務手続きルール統一化に向けた各省申合せ、研究支

援人材の質保証・処遇改善の施策が講じられているが、新規施策は多くない。 
女性研究者の活躍支援の観点でも新規施策は確認できず、既存施策による継続

支援が実施され、予算事業の予算も概ね横ばい（ただし、CSTI 教育・人材育成
WGで理数系分野のジェンダーギャップ解消の具体議論が進み、中間とりまとめ
も公表※詳細は A-3（3）1）k。 
国際共同研究・頭脳循環に向けて、WPIの新規拠点採択や科研費新種目の追加
等、第６期基本計画期間以降に新規施策・既存施策の大幅な拡充が多くみられ、関

連予算事業の予算も全体的に増加、なお、ファンディング機関の運営の国際化は

詳細を確認できず。 
日本人留学生の増加に係る施策等、施策が講じられているものの統合イノベー

ション戦略との紐づけを行えなかった施策もあり、各省からの施策情報の提供協

力が必要。 
 

 外国人留学生比率
 （大学、WPI拠点等での）外国人教員・研究者比率
 国際舞台で活躍する研究者の養成（外国人研究者招へい）
の新規採用数

外国人研究者・留学生の流入

基本計画の指標と関連性の高い施策指標 基本計画の指標と関連性が低い施策指標

 競争的研究資金により大学等研究機関や民間企業等の外
部資源を活用し、課題解決型基礎研究や橋渡し型研究開
発を実施した件数

 大学等と民間企業との共同研究受入金額
 （クリーンエネルギー分野における革新的技術の国際共同
研究開発事業）2030年以降の実用化に向けた技術の橋
渡し案件（実施件数に占める割合）

産学連携、橋渡し研究

 外国の大学で学位を取得した専任教員等の割合
 単位授与を伴う日本人学生の海外留学経験数・割合
 大学間交流協定に基づく日本人学生の海外派遣数
 国際舞台で活躍する研究者の養成（海外派遣）の新規採用
数

日本人研究者のグローバルな活躍

 WPI拠点の中で「世界トップレベル」と評価された拠点の割合
 WPI拠点の輩出論文数に占めるTop10%論文の平均割合

グローバル研究拠点の構築

 国際共同研究を実施した件数
 地球環境国際協同研究計画に関する代表的な論文数
 文部科学省所管の資金配分機関が、国際連携推進のために
各国機関と締結している有効な覚書（MoU）の数

 多国間交流事業、国際共同研究、日中韓フォーサイト事業、
研究拠点形成事業等実施件数

諸外国との研究交流・連携

 （戦略的情報通信研究開発推進事業）国際標準獲得
型研究開発において、研究開発終了時までに国際標準を
獲得した件数（H24以降の累計）

 （同事業）フェーズII（本格研究）を終了した研究開発
実施者数

国際標準
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研究者の研究時

間が確保される 
高度専門職

人材（ＵＲＡ

等）の体制整

備 

質保証機関の運営支援を 2021年度より、先端研究設備プラットフォームプログラ
ムを 2021年度より開始し、既存施策と併せてエンジニアの交流・育成を促進、専
門職としての質の担保と処遇の改善に関する施策が講じられている。 
予算事業での指標は機関ごとであり、URA人数等に関する詳細な指標は確認さ
れない。 

大学内の研

究（支援）環

境の整備 

先端研究設備整備補助事業により研究設備・機器のスマート化・リモート化を促

進。 
「研究支援サービス・パートナーシップ認定制度」による民間サービスの普及を促

進。 
「行政手続きにおける書面主義，押印原則，対面主義の見直しについて」等により、

学内の行政手続きでの書面・押印・対面主義を見直し。 
競争的資金

等の手続き

効率化 

「競争的研究費における各種事務手続き等に係る統一ルールについて」の関係府

省申し合わせを 策定、今後、競争的資金等での各種事務手続に係るルールの一
本化、簡素化・デジタル化・迅速化を推進。 

研究人材の多様

性が確保される 
 
※ここでは全研

究者のライフイ

ベントへの配

慮、女性の活躍

についてのみ言

及 

育児等と研

究を両立さ

せる環境整

備 

「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」により、研究と出産・育児等のライフ

イベントとの両立や女性研究者の研究力向上を通じたリーダーの育成を一体的に

推進。 
特別研究員（RPD）・海外特別研究員（RRA）で、育児等による休業からの復帰支援
を継続。 
創発的研究支援事業・科研費等の公募要領で出産等休業期間への考慮が明記。 
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」に基づく対応等を関係機関

へ要求。 
2021年度の国立大学法人運営費交付金の配分で「女性教員比率」を、私立大学等
経常費補助金で「女性研究者の在籍状況」等の４項目を評価。 
基本計画で取り組むとされている「大学等での若手教員採用の年齢制限で出産・

育児休業期間の考慮」に関する施策は現状では確認されず。 

女性の理工

系への進学

促進 

「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」により女子生徒の理工系進学を継

続支援。 
「進路で人生どう変わる？理系で広がる私の未来」を 2017年度より実施、2020
年度より動画セミナーを公開し、女子中高生等やその保護者等を対象に理工選択

の未来を普及啓発。 
男女共同参画に配慮した中学生向け理数系教育に関する指導者用啓発資料を作

成普及。 
大学研究者における女性の割合の他、大学の理学系の学生に占める女性の割合

も指標。 
多くの研究者

が、海外研さん・

海外経験を積

み、海外研究者

とのネットワー

クを構築する 

国際共同研

究の推進 
戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）、地球規模課題対応国際科学技術協力
プログラム（SATREPS）の予算を増加（前年比）させ、国際共同研究を推進。 
戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE）、革新的なクリーンエネルギー技術
の国際共同研究開発事業における特定分野での国際共同研究を推進。 

国際頭脳循

環の推進 
「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」において、2022年度に４拠点（約 7
億円 x10年）を新規採択予定。 
「大学の世界展開力強化事業」において、2021年度にアジア諸国等を新規追加し、
教育交流プログラム質保証による日本人学生の海外派遣と外国人学生の受入促

進。 
2022年度より科研費に国際先導研究（R03補正予算案 100億円、最大 5億円 x7
年）を新設し、国際共同研究支援を強化。 
戦略的創造研究推進事業等での共同公募等ファンディング手法の導入や研究資

金配分機関の運営の国際化推進に関して、今後施策が講じられる。 
「教員に占める外国人研究者の割合」「外国の大学で学位を取得した専任教員等の

割合」等が予算事業の指標に含まれる。 
国際頭脳循環に関する実態把握と課題 の分析に基づく数値目標に関する検討が
進行中。 
国際頭脳循環に資する「トビタテ！留学 JAPAN」のような日本人留学生の倍増を
目指す施策も講じられているが、統合イノベーション戦略 2021では確認されな
い。 
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（3） A-3 総合分析 

（1）に示したA-1指標による目標達成状況分析、（2）に示したA-2施策実施状況分析の結果に加え

て、先行調査をサーベイして総合的に分析した。 

1） 先行調査 

a. 【先行調査 3-1】NISTEP「第 3期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」  

「日本の大学に関するシステム分析 - 日英の大学の研究活動の定量的比較分析と研究環境 

（特に、研究時間、研究支援）の分析 - 」（2009） 

 

 
図 3-146 今後の対応の方向性

ア） 大学研究者の研究時間の量・質を確保できるような大学運営の実現 

大学研究者の研究時間の確保に向けて、大学は、自校の教員が組織運営に関わる業務にどの程度

調査の概要

 研究環境（特に研究時間、研究支援）の実態を把握し、その改善につながる方策を
見出すことを目的とし、アンケート調査とパネル議論を組み合わせ、分析。

 この際、大学の研究環境が大きく変化したと考えられる国立大学法人化の前後につい
て把握するため、平成15 年度と平成19 年度を比較した。
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時間を使うべきかについて、見直しをする必要があるのではないか。 

会議を見直し、必要なステップのみに縮減する、教員全員が関与すべきかの見直し等を行なうべき。 

イ） 分野や大学の特性を踏まえた研究支援機能の強化のためのモデル事業の実施 

大学における研究支援者の増強については、以前より政策課題とされてきているにもかかわらず、な

かなか改善されないという現実があり、その要因は何かを明らかにし、これを踏まえた対応策を講じるこ

とが必要。 

そこで、モデル事業を国の一定の支援のもとに実施することが有効。 

プロジェクトの有効性を「大学教員の研究時間の量と質の拡大・充実」と「博士課程、修士課程の学生

の研究・教育への傾注度向上」というような指標から計測すべき。 

b. 【先行調査 3-2】NISTEP「第 3 期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究」 

「大学・大学院の教育に関する調査」（2009） 

 

 
表 3-51 調査結果からの論点 

区分 論点 
 

質の高い

大学院生

確保 

博士課程進学の隘路の解

消 
(1) 博士課程修了後の雇用に関連する課題の解決（①学生と企業によるマッチング
機会の拡大 ②長期的視点に立ったアカデミック・ポスト構成比率の適正化 ③

キャリアパス情報の収集・公開および活躍事例の普及広報） 

(2) 効果的な経済的支援への見直し（競争的資金等の研究費を通じた博士課程学
生への支援、メリハリのある経済的支援） 

(3) 就職活動の適正化 

入学する学生の質の確保 (1) 収容定員とその運用の適正化 

海外からの優秀な学生の

確保 
(1) 留学生・指導する教員の立場に立った優秀な留学生獲得の検討

大学院教

育の改善 
人材育成目標の具体化と

学習プロセスの可視化 
(1) 多様な進路に対応する到達目標のスキル・知識レベルでの具体化 

(2) 研究指導を含む学習プロセスの可視化 

多様な学生を確実に教育

できる体系的な仕組みの

導入  

(1) 体系的なカリキュラムの整備と履修指導の強化 

(2) 知識習得を検証し、学習動機を高めるための仕組みの導入 

(3) 共通的な研究スキルの標準化・コースワーク化 

幅広い知識・スキルや国際

性を身につけさせる仕組

みの導入 

(1) 研究室（研究テーマ）の枠を超えた教育指導の必要性 

(2) 多様な進路に対応するカリキュラムの整備 

(3) 修了者の国際的な活躍を促すための教育環境の整備 
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継続的に教育の質を向上

させる取り組みの導入 
(1) 内部・外部評価の活用 

(2) 教育活動に対する積極的な評価 

教員が教育に注力できる

体制・支援の実現 
(1) 専門性を有するスタッフの充実と業務の効率化 

(2) TA の積極的な活用 

 

表 3-52 プロジェクト委員会からの提言 

1． 教員が教育・研究活動に注
力できる体制の確立 

(1) 業務支援体制の確立 

(2) 学生と教員数の適正化 

(3) 研究費の充実 

(4) 施設設備等整備の必要性 

2． 大学院教育の改善 (1) 優秀な学生の育成 

(2) 多様な経済的支援を可能とする制度 

(3) 教員の教育力向上 

(4) 大学院教育に対応した高度な教養教育 

(5) 学部、修士、博士の年限等制度的検討の必要性 

 

c. 【先行調査 3-3】平成 21～22年度 文部科学省先導的大学改革推進委託事業 大学院にお

ける教員の勤務実態に関する調査研究（2011） 
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図 3-147 大学院の教育の質を維持しつつ、大学院教員の負荷を増大させないための対策（教員へのアンケー

ト） 

ア） 提言（考えられる取組） 

 教員と職員の分担を進め、これまで教員が担当していた学務、契約等も専門性が高い職員が

担える体制とすること、全学レベル、研究科レベル、専攻レベル、研究室レベルの業務分担の見

直すことによる効率化と教員の負担の軽減を行うことが考えられる。 

 教員間の教育負担の平準化ルールの徹底、科目のバイ・アウト制度の導入等を行うことが考え

られる。より明確な体制としては、教育を主に担当する教員、研究を主に担当する教員といった

機能分化も考えられる。 
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 我が国の大学院の教育時間、教育負担が大きい理由として、学生の質の変化への対応が多く

挙げられている。大学院のみの改善によって教育の質、教員の負担を改善するだけではなく、

それ以前の学部教育、中等教育の改善と一体として検討をする必要がある。 

d. 【先行調査 3-4】文部科学省「リサーチ・アドミニストレーター業務の自立的運営に向けた調

査・分析」（2016） 

 

 

 
図 3-148 URAを導入したことによる効果（n=74） 

e. 【先行調査 3-5】文部科学省 平成 25年度「大学等におけるフルタイム換算データに関する

調査」（2014） 




